
【公共事業関係費】
【ダム事業】
（補助事業等）

再々評価 － － － － －
評価手続き
中(※1)

水管理・
国土保全局

治水課
(課長　奥田 晃久)

該当基準

　　一定期間未着工：事業採択後一定期間（直轄事業等は３年間、補助事業等は５年間）が経過した時点で未着工の事業

　　長期間継続中：事業採択後長期間（５年間）が経過した時点で継続中の事業

　　準備計画段階：準備・計画段階で一定期間（直轄事業等は３年間、補助事業等は５年間）が経過している事業

　　再々評価：再評価実施後一定期間（５年間）が経過している事業

　　その他：社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

－

費用便益分析

※1:ダム検証中

角間ダム建設事業

長野県
－ －

貨幣換算が困難な効果等
による評価

評価手続中事業（平成２０年度評価）の再評価結果一覧

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

再評価の視点
（投資効果等の事
業の必要性、事業
の進捗の見込み、
コスト縮減等）

対応方針
担当課

（担当課長名）
事 業 名
事業主体

該当
基準

総事業費
（億円）


